
　近年、教員不足解消のためにさまざまな施
策が矢継ぎ早にとられているが、教職志望の
学生はそれらをどのように見ているのか。「部
活動指導」「免許更新制廃止と給特法改正」
「教員採用試験改革」「教育実習一部前倒し」
の４点について、教職課程担当教員である筆
者の目から見た学生の様子を紹介したい。

１．教職志望理由としての部活動指導
　筆者が教職課程の担当教員になったのは
10年ほど前のことである。当時、学生にな
ぜ教員になりたいのかを尋ねると、「部活動
の指導をしたいから」という答えがしばしば
返ってきた。毎学年数人はいたように記憶し
ている。そのような志望理由にたどりつく思
考プロセスは似通っていて、自分が中学生・
高校生の時期に部活動でとても楽しい経験を
したという背景がまずあり、今度は自分が教
員になって将来の生徒にも同様の楽しい経験
をさせてあげたいと考えるに至ったようだっ
た。
　もちろん、数学や理科（科学）の楽しさを
生徒に伝えたいとか、生徒に寄り添いながら
人間としての成長を支えたいといった、教科

指導や生徒指導のコアの部分に魅力を感じる
学生の方が多かったし、定番理由の一つであ
る「あこがれの恩師のようになりたい」とい
う声も数多く聞いてきた。その傾向は最近で
も変わっておらず、こうした理由で教職に魅
力を感じる学生は一定数存在し続けていると
考えてよいだろう。
　他方で、「部活動の指導をしたいから」と
答える学生は近年すっかり見かけなくなって
しまった。中学生・高校生の時期に部活動で
楽しんだ学生が減ったわけでもなさそうなの
で、自身の部活動体験が教職志望につながら
ない状況が生まれたと考えるのが合理的なよ
うに思われる。部活動の地域移行が2023年
から進行中で、中学校が先行しているもの
の、いずれは高校でも本格的な議論が行われ
るだろう。学生たちが描く未来予想図のなか
で部活動指導が教員の業務から外れているの
ならば、志望理由になりえないのは納得でき
る。
　現状、部活動指導以外にやりがいを見つけ
た学生は教職を志望し、そうでない学生は教
職を諦めている可能性がある。ただ、これは
過渡期の現象で、部活動が地域移行してしま
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えばそもそも部活動指導が教職志望にはなり
えなくなる。また、部活動指導をしなくてよ
くなるから教職を目指している、という声も
あることを紹介しておきたい。

２．免許更新制廃止と給特法改正
　教員の身分に関してここ10年ほどの間に
起きた大きな変化といえば、免許更新制廃止
と給特法改正がある。
　免許更新制は2022年に廃止され、教員免
許は再び生涯有効となった。教員免許を「キ
ャリアの保険」と考える学生にとって、廃止
は朗報だろう。教員養成を目的としない学部
では、教職課程の履修理由として「キャリア
の保険」をあげる学生が少なくない。卒業後
就職した会社を万が一辞めなければいけない
ときに教員免許があれば転職の選択肢が広が
る、というのが代表的な考え方だ。
　免許更新制が有効だったときにも「キャリ
アの保険」を理由に履修している学生はいた
が、やや注意を要する学生として筆者は認識
していた。免許更新制を理解したうえで保険
を掛けるというのであれば問題ないのだが、
免許更新制を知らない保護者などから「教員
免許を持っておけば一生安心だから」と不正
確な情報を聞かされ信じ込んでいる学生もな
かにはいたので、そのような場合には「保険
としての有効期間は10年だからね」と折を見
て伝えるように心掛けていた。有効期間の話
を聞いて、10年でも保険として十分と考え
る学生もいれば、生涯有効でないなら意味が
ないと考える学生もいて、反応はさまざまだ
った。
　免許更新制が廃止されたことで、生涯有効
でなければ意味がないと考える学生も安心し
て教職課程を履修できるようになったのは事
実で、その意味では教職課程の履修者が増え
る要因にはなっているが、教職志望の学生を
増やす効果まであるかどうかは不明確である。
　もう一つの給特法については、学生にとっ
ても関心の高いテーマであるようだ。教職課

程の授業で全く触れないというのも変な話な
ので一応取上げるようにはしてきたものの、
特に今般の改正の話が出る前には取り上げ方
に非常に苦労した。TALIS（OECD国際教員
指導環境調査）データを見れば世界的に見て
日本の教員の労働時間が長いのは明らかで、
しかも週40時間をはるかに超える労働時間
であるにもかかわらず、給特法によって残業
代は４％（時間に換算すれば１時間足らず）
に抑えられているというのは、筆者自身おか
しなことだと思うし、どう話を組み立ててみ
ても学生に悪い印象を与えることしかできな
い。だからといって教職のやりがいなどとい
う話を始めてしまうと、「やりがい搾取」と
いう言葉を知っている学生から冷ややかな視
線を浴びてしまう。
　いろいろ試してみたが、公務員の給与水準
の決め方について説明するのが落としどころ
のように感じていた。民間企業との比較で決
められるので低いということには決してなら
ない、という話である。そこから先の反応は
さまざまで、やりがいのある仕事だから一定
水準さえ保障されればそれで十分と考える学
生もいれば、残業をいとわず仕事をしたいけ
れども頑張った分の見返りがないとやっぱり
嫌だという学生もいた。
　ちなみに、給特法を改正して４％を10％
にする議論があると紹介したときの学生の反
応は非常に冷ややかだった。一定水準さえ保
障されれば十分と考える学生と見返りが欲し
いと考える学生のどちらにとっても、考えを
大きく変える材料にはならないらしい。

３．教員採用試験改革をめぐる諸問題
　教員不足問題を背景に、志願者を増やす目
的で教員採用試験のあり方がここ数年大きく
変わっている。主だったものとしては、「奨
学金代理返還」と「早期化・３年次受験」が
ある。
　奨学金代理返還は、採用する自治体が奨学
金の返還を代理して行う仕組みで、対象とな
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る校種や奨学金の種類・支援金額は自治体に
より違いがある。2024年から開始した千葉
県は、小中特支の教員として新たに採用され
る人に限定していて、採用２年目からの10
年間に返還する日本学生支援機構の第一種奨
学金のみを代理返還の対象としている。ま
た、2025年からは東京都も150万円を上限
に代理返還を行うことを発表しており、こち
らは高校教員も対象に含まれる。なお、国が
日本学生支援機構を通じて行っている支援は
大学院部分のみで、校種は限定されないもの
の、専修免許を取得した場合に大学院在学中
に貸与された第一種奨学金が全額返還免除さ
れる。
　この話題を他大学の教職課程担当教員と
情報交換したときに、非常に驚いたことがあ
る。それは、教員になる気は全くないけれど
も教員を目指したいという学生が現れたとい
う話だった。借りている奨学金の額が大き
く、第一種の部分だけでも支援してもらえれ
ばありがたいという事情だったらしい。自治
体によっては教員だけでなく他の職種でも返
還支援を行っているところもあるし、企業で
も返還支援しているケースがあるので、もう
少しよく考えたらということになったそうだ
が、制度の思わざる帰結を垣間見る気がした。
　もう一つの早期化と３年次受験だが、早期
化は文科省が進めたがっている施策で、教員
採用試験の標準日を設定する事態にまで発展
している。2025年の標準日は５月11日とさ
れたが、これに従う自治体は限られていて、
神奈川県も含めた首都圏の自治体では今のと
ころ７月６日となるようだ。2024年に早期
化してみてさほど効果がなかったとの声が上
がる一方で、万が一実施したら教育実習期間
とバッティングしてしまって生じる弊害の方
が大きいことは容易に想像できてしまうか
ら、そのような反応になるのは当然と言える。
　これは推測に過ぎないが、文科省の本音と
しては民間企業の採用選考と同等かそれより
も早い時期に選考を行いたいのではないかと

思われる。そうであるならば、標準日は３年
次の１～３月に設定しなければならない。な
ぜなら、大学新卒者向けの採用選考活動は６
月１日以降とするように政府から経済団体等
に要請をしている一方で、実態としてはそれ
よりも早くに企業は採用選考活動を行ってい
て、５月はすでに内々定が出ている時期だか
らだ。５月11日という標準日は６月１日よ
りも前なので、政府からの要請を踏まえれば
これでも民間企業より早く選考しているとい
うことになるのだが、実態とは大きく乖離し
ている。だからといって実態に合わせて民間
企業と同じ１～３月に試験を実施してしまっ
ては、要請の意義が問われかねない。
　３年次受験は、むやみに試験日を早期化で
きないという事情を背景にして広まりつつあ
る。教員採用試験の一部を３年次で受験でき
るというもので、2023年から導入する自治
体が現れ、神奈川県も2025年から導入する
ことが発表された。３年次で合格すれば、４
年次では残りの試験のみ受験すればよい。教
職志望の学生にとって影響が大きいのはむし
ろこの３年次受験の方だろう。
　教職課程の担当教員としては、３年次受験
ができる自治体については受験するよう教職
志望の学生に対して強く勧めることになる。
３年次受験で望ましい結果が出なくても４年
次受験で再チャレンジできるので、確実に合
格したいならば受験しない理由はないから
だ。試験対策勉強にはおよそ半年くらい要す
ることを踏まえて、２年次後期になったら学
生には話をするようにしている。教職志望が
強い学生は迷いなく３年次受験に臨むのでそ
れほど問題にはならないが、教職かそれ以外
の進路かで迷っている学生はこの段階でいっ
たん自分の人生について考える必要が出てく
る。折に触れて自分の将来を考えることは決
して悪いことではないけれども、将来のこと
はいったん脇において大学生であることに没
頭する時間も必要なのではないかなと思う
と、２年次後期に卒業後の進路の話をするこ
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とに若干の後ろめたさを感じてしまう。

４．教育実習一部前倒し
　教育実習は教職課程の授業の一部であるの
で、本来教員採用試験の話とは無関係のはず
なのだが、教員採用試験実施日の議論と並行
して盛んになってきたのが、教育実習の前倒
し論である。前倒しといっても教壇等で行う
授業実習を前倒しするのではなく、授業以外
のさまざまな体験（授業補助や環境整備など）
を行う学校体験活動を１～３年次に１週間程
度行い、４年次で行う授業実習は２週間程度
に短縮しようというものである。
　文科省は積極的に進めようとしているが、
大学側の反応はいまのところ鈍い。鈍い理由
はシンプルで、１～３年次で行う学校体験活
動を受け入れてくれる学校を探すのが困難だ
からである。教職課程の履修者は、学年が上
がるごとに減っていく（低学年ほど多い）の
が一般的である。それは、教職課程や教職に
魅力がないから減っていくというよりは、学
生のキャリアに対する意識が迷いを重ねて
徐々に変化していき進路が固まっていくから
減っていくという方が実態に近いように感じ
ている。ともあれ、そのような人数構成の事
情があるので、１～３年次に学校体験活動を
行う際には、教育実習よりも多くの枠を確保
しないと全員が体験できないことになる。こ
のことはつまり、学校現場に対していま以上
に受け入れの負担をお願いすることを意味す
る。これでは、大学側の動きが鈍くなってし
まうのはやむを得ない。
　今のところ、学校体験活動は希望する学生

のみ実施して教育実習の一部とはみなさない
運用をしている大学が多いと思われる。ま
た、採用する自治体側で独自のプログラムを
設けて教職志望の学生を指導しているケース
が広まってきており（神奈川では「かながわ
ティーチャーズカレッジ」だが、他県でも同
様のプログラムは存在する）、もし大学が本
格的に低学年次で学校体験活動を取り入れる
ならば、そうした取り組みとの調整も進めて
過重な負担が学生にかからないように配慮す
る必要もある。
　筆者としては、教職に就くかどうかにかか
わらず自らのキャリアを考えるうえで学校体
験活動は有益だと思うので、１～２年次の学
生であっても「参加してみたら」と声をかけ
るように心掛けている。その誘いに応じる学
生もいれば、そうでない学生もいて、反応は
さまざまだ。以前、私の誘いに乗らなかった
学生の中に、３年次までは全く学校体験活動
に参加せず、４年次で学校体験活動と教育実
習の両方をこなして、かつ採用試験にも合格
したという学生がいた。その学生と卒業が近
くなってから話す機会があり、当時何を考え
ていたのか聞いたところ、返って来た話がと
ても興味深かった。「３年生までは大学生ら
しい生活がしたかったんです。だから、サー
クルと授業だけの生活をしていました。教員
になれば毎日学校で働くことになるから、せ
めて大学生の時は大学生らしくいたかったん
ですよね」。大学教員として学生に寄り添わ
なければいけない立場なのに、採用側の視点
で物事を考えすぎていたなと反省させられた
瞬間だった。
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